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経済改革研究会は、経済構造の改革をいかに進めるかの検討を続けているが、改革

の中で占める匙剛緩和の重要性に鑑み、その基本的考え方をまとめ、ここに中間報告

として内閣総理大臣に報告する。

－構成－

I．なぜ規希聯肋も必要なのか

軋規制穏和をどう考えるか

1．経済的規制はイ原則自由」に
誉ト

2．社会的規制は「自己責任」を原則に義中限に

3．金融、証券；保険に係る規制について

4．土地、住宅に係る規制について

日．規制緩和の効果を高めるために

IV・これからの進璧

（付）別表



．ノ

凋
恥．一三頭

へ　　さ　と

誹し小錦払鵬．こ

●
l．なぜ規制緩和が必要なのか

1．公的蜘縮ま、これまで産業の発展と国民生活の安定にそれなりの寄与をしてきた。

しかし、いまでは、かえって経済社会の硬直性を強め、今後の経済社会構造の変革を

妨げている面が強まっている。

したがって、これら公的規制は従来の経緯にとらわれず、廃止を含め抜本的に見直

されるべきである（以下、緩和という場合、廃止を含めた見直しをいう）。

2．規制緩和によって、企業には新しいビジネスチャンスが与えられ、雇用も拡大し、

消費者には多様な商品・サービスの選択の幅を拡げる。内外価格差の縮小にも役立つ。

同時に、それは内外を通じた自由競争を促進し、我が国経済社会の透明性を高め、国

際的に調和のとれたものとするであろう。

これまでも規制緩和が言われてきたが、民間の行政への依存体質が残るなか、既得

権益にとらわれたり、確たる緩和の必要性が十分に理解されないために、十分実行に

移されてこなかった。抜本的な見直しは、短期的には経済社会の一部に苦痛を与える

が、中長期的には自己責任原則と市場原理に立つ自由な経済社会の建設のために不可

避なものである。勤に実行すべきである。

3．公的規制の抜本的見直しに当たっては、各分野を均しく検討し、琶邸があって

はならず、福祉、教育、労働、金融といった分野でも上述の考え方をもって当たるべ

きである。

Il．規制緩和をどう考えるか

1．経済的規制は「原則自由」に

経済的規制については、「原則自由・例外規制」を基本とする。（別表封勒

謡鋼球の軌誠、ら行われている参入規制、設備規制、輸入規制及び価格規制につ

いては、後に述べる手順によりできるだけ早い時朝に廃止することを基本とする。な

お、構造改善を要する場合には、これを急ぐこととする。

例外制限のものについては、公正、簡素、透明性の原則の下に次のように考える。

（1）電力・ガスについては、事業者の創意工夫を活かし、競争原理の導入と消費者利

益のために分散型電源の活用など規制の弾力化を図る。

（2）石油に係る規制は必要最小限のものとし、可能な場合は「平常時自由・緊急時制

限」方式を導入する。

（3）公共料金、価格封寺制度などの価格規制は必要最小限の商品・サービスに限定す
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る。また、規制の方法として幅価格制、上限価格制を導入する。

（4）国際運賃等国際共通ルールに基づいて行われる規制については」国際共通ルール

以上の班別は東胡肺Il、横出し規細は行わない。

2．社会的規制は「自己責任」を原則に最小限に
＿　　　　　　　　　l　　‾‾　　　‾‾‾　　　　　‾　　‾‾‾　　　‾　　　　　‾

安全・健康の確保、環境の保全、災害の防除などの社会的見地から行われる規制は、

不断に見直しを進め、本来の政策目的に沿った必要最小限な規制内容とし、その透明

な運用を行う。（別表参照）

（1）参入・設備等に関する規制については、既得権益の保護や参入抑制にならないよ

う、事業者の資格・設備要件を規制する最小限の規制とする。

（2）消費者保護のために行われる規制は、自己責任原則を重視し、技術の進歩、消費

者知識の普及などを踏まえ、必要最小限の範囲、内容にとどめる。

（3）安全・環境保全の見地から行われる規制も、（2）と同様最小限にとどめる0

（4）国際的商品に関して存続される規制については、特に証明されたもの以外につい

ては、粒賂・基準の国際的整合化を図る。

（5）基準認証は、製造物責任の制度化と併せて可能な限り自己監正制度に移行する。

（6）検査については、技術の進歩に応じ、常に頻度等を見直し、また他法令検査との

重擾排除、基準統一など受検者の負担を軽減する。

3．金融、証券、保険に係る規制について

金融、証券、保険に係る規制については、自己責任原則を重視した競争原理の徹底

を図るため、規制の」音の緩和を行う。新しい金融商品・サービスの掠供や異なる業

務への相互参入を促進し、事業者の台臆工夫を活かし、それにより資金の調達・運用

において利用者が多様で効率的なサービスを受けられるようにする。同時に、ディス

クロージャーを徹底することも必要である。規制は信用秩序の維持の観点から必要最

小限にとどめ、規制内容・手続きの明確化など透明な運用を行う。金融制度、金融市

場の透明性は国際的観点からも必要である。

4．土地、住宅に係る規制について

土地利用及び住宅に関する規制については、それぞれの規制目的に沿った必要最小

限のものとする。特に適正な土地利用に配意しつつ、地域の活性化、良好な都市環境

の形成、優良な住宅供給のため、用途利用規制、容積率等の規制の見直し、運用の弾

力化を図る。土地利用に係る諸規制の重複を極力排除する。やむを得ず複数の規制が

同一プロジェクトにかかる場合は、関係機関の調整が円滑かつ迅速に行われるよう仕
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組みを考える。また、許認可のための期間短縮、事務の簡素化を図る。土地取引に係

る規制については、地価急騰時の教訓を踏まえ、地随の動向に十分配意しつつ、取引

の円滑化の観点を含め見醜なお、建築基準について、技術革新の進展、国際的基

準を踏まえ、新材料、新建築のニーズに速やかに対応できるよう見直す。

…．規制緩和の効果を高めるために

1．独占禁止法の厳正運用を徹底する。再販売価格維持制度、個別法による適屑除外カ

ルテルは5年以内に原則廃止する。

また、内外事業者についての参入制限、事業活動制限その他醇抽ll限的行為の排除

を徹底するため、事業者団体に対するガイドラインを改定する。

2．規制緩和を促進するため、製造物責任（PL）制度を含む給合的消費者披害防止・

救済制度の確立を急ぐ。

3．規制及び行政指導の運用の迅速性、透明性を確保するため、「行政手続法」の的確

な運用を図る。規制は個々の法律を根拠として行われるものであり、政府は法律が定

める以上の規制を行ってはならない。また、行政指導は違法に行ってはならない。行

政賠導はその内容と責任者が相手方に明確に示される必要がある。さらに、それは相

手方の任意の協力によってのみ実現されるものであるから、相手方が行政指導に従わ

なかったことを理由に不利益な取扱いをしてはならない。政府は、このことを特に地

方支分部局の行政窓口をはじめ政府部内に徹底させる必要がある。

4．規制の迅速で透明な運用及び民間負担の軽減を図るため、届出・申請に係る手続の

簡素化、提出資料の削減に努めるとともに、諸手続の電子闇酎ヒを進める。

5．同一の対象に対し複数の法律や省庁が関連する規制については、内容の整合化や一

元化を図りこ国民の負担を軽減する。

6．政府は、地方公共団体に対し、政府に準じ規制緩和を積極的に推進するよう要請す

る必要がある。

lV．これからの進め方

1．以上述べた基本的考え方に従い、政府は内閣総理大臣を中心とする強力な推進本部

を内閣に設置し、全般的な規制見直し作業に直ちに着手すべきである。結論の得られ

るものについては本年中にそのとりまとめを発表する。

2．上記本部は、本年中に結論を得られないものについては、引き続き見直し作業を進
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め、その結果に基づき、平成6年度内に期間を5年とする「規制緩和推進計画」（い

わゆるアクション・プログラム）を策定する。r規希腰和陛進計画白こおいせは、今

後5年間で公的規制の実質的に大幅な削減を目指すこととし、5年経過後も規制が存

続せざるを得ない場合は、この本部がその必要性、根拠を明確にし、次の5か年計画

において廃止・縮小の方向に向けた所要の措置を講ずることとする。

3．政和こよる瑠櫛ロを実効あるものとするため、法律に基づき強力な第三者機関を

設置する。この機関は上記のr規制緩和推進計画」を審議するとともに、その実施を

監視し、必要に応じ内閣総理大臣及び関係者二頭機関の長に勧告、意見表明する。あわ

せて必要な調査・意見聴取等を行う。

4．OTOの機能を強化し、既存の行政監察検能とあわせ「規制緩和」の確実な実行の

ために施用する。

5．政府は、規制に関する情報を国民に撤するため、規制の現状と緩和の実施状況を

内容とする「規制緩和白書」（仮称）を作成する。
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